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第33回建設業経理士検定試験 １級財務分析 

 

〔第１問〕  解答にあたっては、各問とも指定した字数以内（句読点を含む）で記入すること。 

問１ 

          10          20     25 

 成 長 性 分 析 と は 、 ２ 期 間 以 上 の デ ー タ を 比 較 す る こ と に 

 よ り 、 企 業 の 成 長 の 程 度 や そ の 要 因 な ど を 分 析 す る こ と 

 を い う 。 企 業 経 営 に 関 す る 財 務 分 析 が 進 展 す る に つ れ て 

 時 系 列 に よ る デ ー タ と そ れ を 基 礎 に す る 分 析 が 盛 ん に な 

5 り 、 成 長 性 分 析 が 重 視 さ れ る よ う に な っ て き た 。 ま た 、 

 企 業 経 営 活 動 の ダ イ ナ ミ ッ ク な 傾 向 も し く は 動 向 を 把 握 

 す る 為 、 複 数 年 の デ ー タ に よ る 分 析 が 不 可 欠 と な り 、 ２ 

 期 間 以 上 の デ ー タ を 比 較 す る 成 長 性 分 析 が 必 要 と な る 。 

問２ 

          10          20     25 

 成 長 性 分 析 の 基 本 的 な 手 法 と し て 、 実 数 を 比 較 す る 方 法 

 と 比 率 を 比 較 す る 方 法 が 挙 げ ら れ る 。 実 数 を 比 較 す る 方 

 法 と は 、 完 成 工 事 高 、 付 加 価 値 、 利 益 、 資 本 な ど の 実 数 

 そ の も の を 比 較 す る 方 法 を い う 。 比 率 を 比 較 す る 方 法 と 

5 は 、 資 本 利 益 率 、 完 成 工 事 高 利 益 率 、 回 転 率 な ど の 比 率 

 を 比 較 す る 方 法 を い う 。 ま た 、 成 長 性 分 析 を 比 率 で 表 現 

 す る 場 合 、 成 長 率 と 増 減 率 が 挙 げ ら れ る 。 成 長 率 は 、 当 

 期 実 績 値 を 前 期 実 績 値 で 除 し た 値 を 百 分 率 で 示 し た も の 

 で 、 こ の 値 が 百 ％ 超 で あ れ ば プ ラ ス 、 百 ％ 未 満 で あ れ ば 

10 マ イ ナ ス の 成 長 を 示 し て い る 。 増 減 率 は 、 当 期 実 績 値 か 

 ら 前 期 実 績 値 を 控 除 し た 額 を 前 期 実 績 値 で 除 し て 百 分 率 

 で 表 し て お り 、 成 長 性 分 析 で は 増 減 率 が 一 般 的 で あ る 。 

 

〔第２問〕  

記号（ア～へ） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 

コ ク ネ シ サ オ セ タ ソ ウ キ エ ノ 

〔第３問〕  

（Ａ）  ４７９００ 百万円（百万円未満を切り捨て） 

 

 （Ｂ）   ７８００ 百万円（ 同 上 ） 

 

 （Ｃ） ３８１５００ 百万円（ 同 上 ） 

 

（Ｄ）    ５０８ 百万円（ 同 上 ） 

 

未成工事収支比率  １０１４９ ％  （小数点第３位を四捨五入し、第２位まで記入） 
．
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〔第４問〕 
 

問１        ３６００ ％（小数点第３位を四捨五入し、第２位まで記入） 

 

問２        １５００ ％（ 同 上 ）     記号 (ＡまたはＢ) Ａ 

 

問３       １０４０４ ％（小数点第３位を四捨五入し、第２位まで記入） 

 

問４       １６０００ 千円（千円未満を切り捨て） 

 

問５        ２０００ 千円（ 同 上 ） 

〔第５問〕 

問１ 

Ａ 完成工事高キャッシュ・フロー率   ２１６ ％  （小数点第３位を四捨五入し、第２位まで記入） 

 

Ｂ 総 資 本 事 業 利 益 率   ３１８ ％  （ 同 上 ） 

 

Ｃ 立 替 工 事 高 比 率  ５３８６ ％  （ 同 上 ） 

 

Ｄ 受 取 勘 定 滞 留 月 数   ７１３ 月  （ 同 上 ） 

 

Ｅ 固 定 比 率  ８９７０ ％  （ 同 上 ） 

 

Ｆ 配 当 性 向  ３０３４ ％  （ 同 上 ） 

 

Ｇ 労 働 装 備 率 １９６２８ 千円 （千円未満を切り捨て） 

 

Ｈ 自 己 資 本 比 率  ２８６０ ％  （小数点第３位を四捨五入し、第２位まで記入） 

 

Ｉ 借 入 金 依 存 度  １７１４ ％  （ 同 上 ） 

   

Ｊ 資 本 金 経 常 利 益 率  ４３６５ ％  （ 同 上 ） 

   
 

問２ 

記号（ア～ホ） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

カ ク シ ア エ オ コ ニ ウ ホ 

 
※ ７と８は順不同 

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．
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【解答への道】 
〔第１問〕 

解答参照 

 

〔第２問〕 

空欄を埋めると、次のような文章となる。 

 

原価と売上高と利益の相関関係を的確に把握するために、建設業の損益分岐点分析においては、経常利益

段階での分析を行うことを慣行としている。これは、建設業における資金調達の重要性が加味されているこ

とを意味する。したがって、簡便的に固定費とされている販売費及び一般管理費に支払利息を加え、変動費

である完成工事原価に、その他の営業外損益（ただし支払利息を除く）も加えている。このような費用分解

を前提とすると、損益分岐点比率とは、販売費及び一般管理費と支払利息の合計額を分子とし、完成工事総

利益と営業外損益と支払利息の合計額を分母として100をかけることによって求められる。この比率は、そ

の数値が低いほど収益性は安定しているといえる。 

また、損益分岐点分析を応用して、貸借対照表を活用した均衡分析を行う手法が、総収益と総資本が一致

する分岐点を求める資本回収点分析である。総資本は変動的資本と固定的資本に分解されるが、資本回収点

分析の分子となるのは固定的資本である。当期の完成工事高が12,000千円で、総資本が10,000千円、固定的

資本が2,400千円であるとき、資本回収点の完成工事高は、6,545(*)千円（千円未満を切り捨て）となる。 

 

(＊) 資本回収点完成工事高の算定 

(1) 変動的資本の算定 

変動的資本＝10,000千円<総資本>−2,400千円<固定的資本> 

＝7,600千円 

      (2) 資本回収点完成工事高の算定 
  

資本回収点完成工事高＝ 

 

2,400千円<固定的資本> 
×100 

１－ 
7,600千円<変動的資本> 

12,000千円<完成工事高>  

≒6,545千円 

 

〔第３問〕 

１．完成工事未収入金（Ａ）の算定 

(1) 現金預金の算定 

0.50月<現金預金手持月数>＝ 
<現金預金> 

 
420,000百万円<完成工事高>÷12 

∴ 現金預金＝17,500百万円 

(2) 棚卸資産の算定 

25.00回<棚卸資産回転率>＝ 
420,000百万円<完成工事高> 

 
<棚卸資産> 

∴ 棚卸資産＝16,800百万円 

(3) 未成工事支出金の算定 

  16,800百万円<棚卸資産>＝<未成工事支出金>＋50百万円<材料貯蔵品> 

 ∴ 未成工事支出金＝16,750百万円 

  (4) 支払勘定の算定 

6.00回<支払勘定回転率>＝ 
420,000百万円<完成工事高> 

 
<支払勘定> 

∴ 支払勘定＝70,000百万円 

(5) 支払手形の算定 

  70,000百万円<支払勘定>＝<支払手形>＋47,000百万円<工事未払金> 

 ∴ 支払手形＝23,000百万円 
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(6) 流動負債－未成工事受入金の算定 

  <流動負債－未成工事受入金>＝23,000百万円<支払手形>＋47,000百万円<工事未払金> 

＋8,400百万円<短期借入金>＋1,600百万円<未払法人税等> 

 ∴ 流動負債－未成工事受入金＝80,000百万円 

(7) 流動資産の算定 

124.00％<流動比率(建設業)>＝ 
<流動資産>－16,750百万円<未成工事支出金> 

×100 
80,000百万円<流動負債－未成工事受入金> 

 ∴ 流動資産＝115,950百万円 

(8) 完成工事未収入金（Ａ）の算定 

  115,950百万円<流動資産>＝17,500百万円<現金預金>＋33,750百万円<受取手形> 

＋<完成工事未収入金（Ａ）>＋16,750百万円<未成工事支出金> 

＋50百万円<材料貯蔵品> 

   ∴ 完成工事未収入金（Ａ）＝47,900百万円 

２．利益剰余金（Ｂ）の算定 

 (1) 自己資本の算定 

81.05％<固定長期適合比率>＝ 
81,050百万円<固定資産> 

×100 
32,200百万円<固定負債>＋<自己資本> 

 ∴ 自己資本＝67,800百万円 

(2) 利益剰余金（Ｂ）の算定 

  67,800百万円<自己資本>＝45,000百万円<資本金> 

＋15,000百万円<資本剰余金>＋<利益剰余金（Ｂ）> 

 ∴ 利益剰余金（Ｂ）＝7,800百万円 

３．完成工事原価（Ｃ）の算定 

(1) 経営資本の算定 

4.90月<経営資本回転期間>＝ 
<経営資本> 

 
420,000百万円<完成工事高>÷12 

 ∴ 経営資本＝171,500百万円 

(2) 営業利益の算定 

4.80％<経営資本営業利益率>＝ 
<営業利益> 

×100 
171,500百万円<経営資本> 

∴ 営業利益＝8,232百万円 

(3) 完成工事原価（Ｃ）の算定 

  8,232百万円<営業利益>＝420,000百万円<完成工事高> 

－<完成工事原価（Ｃ）>－30,268百万円<販売費及び一般管理費> 

 ∴ 完成工事原価（Ｃ）＝381,500百万円 

４．受取利息配当金（Ｄ）の算定 

4.60倍<金利負担能>＝
8,232百万円<営業利益>＋<受取利息配当金（Ⅾ）> 

 
1,900百万円<支払利息> 

  ∴ 受取利息配当金（Ｄ）＝508百万円 

 ５．未成工事収支比率の算定 

(1) 総資本の算定 

<総資本>＝115,950百万円<流動資産>＋81,050百万円<固定資産> 

＝197,000百万円 

(2) 未成工事受入金の算定 

  197,000百万円<総資本>＝<流動負債>＋32,200百万円<固定負債>＋67,800百万円<自己資本> 

   ∴ 流動負債＝97,000百万円 

(3) 未成工事受入金の算定 

<未成工事受入金>＝97,000百万円<流動負債>－80,000百万円<流動負債－未成工事受入金> 

＝17,000百万円 
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  (4) 未成工事収支比率の算定 

未成工事収支比率（％）＝ 
17,000百万円<未成工事受入金> 

×100 
16,750百万円<未成工事支出金> 

 ∴ 未成工事収支比率≒101.49％ 

 

〔第４問〕 

問１ 付加価値率の算定 

(1) 総資本の算定 

<総資本>＝289,000千円<流動資産>＋122,000千円<有形固定資産> 

＋3,500千円<無形固定資産>＋65,500千円<投資その他の資産> 

＝480,000千円 

(2) 完成工事高の算定 

1.15回<総資本回転率>＝ 
<完成工事高> 

 
480,000千円<総資本> 

 ∴ 完成工事高＝552,000千円 

(3) 完成工事総利益の算定 

  <完成工事総利益>＝552,000千円<完成工事高>×25.00％<完成工事高総利益率> 

            ＝138,000千円 

(4) 完成工事原価の算定 

<完成工事原価>＝552,000千円<完成工事高>－138,000千円<完成工事総利益> 

＝414,000千円 

  (5) 前給付費用（材料費＋労務外注費＋外注費）の算定 

<前給付費用>＝414,000千円<完成工事原価>－60,720千円<経費> 

＝353,280千円 

  (6) 付加価値の算定 

<付加価値>＝552,000千円<完成工事高>－353,280千円<前給付費用> 

＝198,720千円 

  (7) 付加価値率の算定 

付加価値率（％）＝ 
198,720千円<付加価値> 

×100 
552,000千円<完成工事高> 

 ∴ 付加価値率＝36.00％ 

問２ 付加価値増減率の算定 

付加価値増減率（％）＝ 
198,720千円<当期付加価値>－172,800千円<前期付加価値> 

×100 
172,800千円<前期付加価値> 

  ∴ 付加価値増減率＝15.00％「Ａ」 

問３ 付加価値対固定資産比率の算定 

  (1) 固定資産の算定 

<固定資産>＝122,000千円<有形固定資産> 

＋3,500千円<無形固定資産>＋65,500千円<投資その他の資産> 

＝191,000千円 

  (2) 付加価値対固定資産比率の算定 

付加価値対固定資産比率（％）＝ 
198,720千円<付加価値> 

×100 
191,000千円<固定資産> 

 ∴ 付加価値対固定資産比率＝104.04％ 

問４ 資本集約度の算定 

(1) 総職員数（期中平均値）の算定 

6.624千円<労働生産性>＝ 
198,720千円<付加価値> 

 
<総職員数（期中平均値）> 

∴ 総職員数（期中平均値）＝30人 
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(2) 資本集約度の算定 

資本集約度（千円）＝ 
480,000千円<総資本> 

 
30人<総職員数（期中平均値）> 

 ∴ 資本集約度＝16,000千円 

問５ 建設仮勘定の算定 

165.60％<設備投資効率>＝ 
198,720千円<付加価値> 

×100 
122,000千円<有形固定資産>－<建設仮勘定> 

 ∴ 建設仮勘定＝2,000千円 

 

〔第５問〕 

問１ 

Ａ 完成工事高キャッシュ・フロー率の算定 

(1) 純キャッシュ・フローの算定 

① 引当金増減額の算定 

第32期末引当金合計額＝3,700千円<貸倒引当金(流動資産)> 

＋32,400千円<貸倒引当金(固定資産)> 

＋9,700千円<完成工事補償引当金> 

＋11,100千円<工事損失引当金>＋4,700千円<退職給付引当金> 

＝61,600千円 

第33期末引当金合計額＝3,500千円<貸倒引当金(流動資産)> 

＋34,900千円<貸倒引当金(固定資産)> 

＋7,800千円<完成工事補償引当金> 

＋35,900千円<工事損失引当金>＋3,400千円<退職給付引当金> 

＝85,500千円 

∴ 引当金増減額＝85,500千円<第33期末>－61,600千円<第32期末> 

＝23,900千円 

② 純キャッシュ・フローの算定 

純キャッシュ・フロー＝92,300千円<当期純利益(税引後)>－2,500千円<法人税等調整額> 

＋6,800千円<当期減価償却実施額>＋23,900千円<引当金増減額> 

－28,000千円<剰余金の配当の額> 

＝92,500千円 

(2) 完成工事高キャッシュ・フロー率の算定 

完成工事高キャッシュ・フロー率（％）＝ 
92,500千円<純キャッシュ・フロー> 

×100 
4,289,900千円<完成工事高> 

  
≒2.16％ 

Ｂ 総資本事業利益率 

(1) 総資本 (期中平均値) の算定 

総資本 (期中平均値) ＝ (4,332,900千円<第32期末>＋4,425,500千円<第33期末>) ÷２ 

＝4,379,200千円 

(2) 支払利息の算定 

  支払利息＝5,800千円<支払利息>＋700千円<社債利息> 

      ＝6,500千円 

(3) 事業利益の算定 

事業利益＝132,900千円<経常利益>＋6,500千円<支払利息> 

        ＝139,400千円 

      (4) 総資本事業利益率の算定 

総資本事業利益率（％）＝ 
139,400千円<事業利益> 

×100 
4,379,200千円<総資本（期中平均値)> 

  
≒3.18％ 
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Ｃ 立替工事高比率  

(1) 分子<*>（＝受取手形＋完成工事未収入金＋未成工事支出金－未成工事受入金）の算定 

   分子<*>＝57,900千円<受取手形>＋2,492,200千円<完成工事未収入金> 

＋109,400千円<未成工事支出金>－290,100千円<未成工事受入金> 

         ＝2,369,400千円 

   (2) 立替工事高比率の算定    

立替工事高比率(％)＝ 
2,369,400千円<*> 

×100 
4,289,900千円<完成工事高>＋109,400千円<未成工事支出金>   

≒53.86％ 

Ｄ 受取勘定滞留月数   

受取勘定滞留月数(月)＝ 
57,900千円<受取手形>＋2,492,200千円<完成工事未収入金> 

 
4,289,900千円<完成工事高>÷12   

≒7.13月 

Ｅ 固定比率  

固定比率（％）＝ 
1,135,200千円<固定資産> 

×100 
1,265,500千円<自己資本> 

≒89.70％ 

Ｆ 配当性向  

配当性向（％）＝ 
28,000千円<配当金> 

×100 
92,300千円<当期純利益> 

≒30.34％ 

Ｇ 労働装備率 

(1) 有形固定資産－建設仮勘定（期中平均値）の算定 

第32期末有形固定資産－建設仮勘定＝610,300千円<有形固定資産>－116,500千円<建設仮勘定> 

＝493,800千円 

第33期末有形固定資産－建設仮勘定＝646,200千円<有形固定資産>－158,600千円<建設仮勘定> 

＝487,600千円 

∴ 有形固定資産－建設仮勘定（期中平均値）＝(493,800千円<第32期末> 

＋487,600千円<第33期末>)÷２ 

＝490,700千円 

(2) 総職員数（期中平均値）の算定 

総職員数（期中平均値）＝（26人<第32期末>＋24人<第33期末>)÷２ 

＝25人 

(3) 労働装備率の算定 
 

労働装備率（千円）＝ 
490,700千円<有形固定資産－建設仮勘定（期中平均値）> 

25人<総職員数（期中平均値）> 

＝19,628千円 

Ｈ 自己資本比率 
 

自己資本比率(％)＝ 
1,265,500千円<自己資本> 

×100 
4,425,500千円<総資本> 

 
≒28.60％ 

Ｉ 借入金依存度 

借入金依存度(％)＝ 
274,600千円<短期借入金>＋183,800千円<長期借入金>＋300,000千円<社債> 

×100 
4,425,500千円<総資本> 

  
≒17.14％ 

Ｊ 資本金経常利益率 

(1) 資本金（期中平均値）の算定 

資本金 (期中平均値) ＝(304,500千円<第32期末>＋304,500千円<第33期末>)÷２ 



 

 

この解説の著作権はＴＡＣ（株）のものであり、無断転載・転用を禁じます。

＝304,500千円 

 

      (2) 資本金経常利益率の算定 
  

資本金経常利益率(％)＝ 
132,900千円<経常利益> 

×100 
304,500千円<資本金 (期中平均値)> 

≒43.65％ 

 

問２ 

空欄を埋めると、次のような文章となる。 

 

企業の活動性分析とは、資本や資産等が一定期間にどの程度運動したかを示すものである。回転期間の 

分母に用いられるのは、完成工事高であるが、項目別に回転を測定する場合には必ずしも適当であるとは

いえず、例えば、未成工事支出金の回転率や回転期間をとらえるためには、完成工事原価と比較するべき

である。なお、経営事項審査の経営状況の審査内容で用いられているのが、負債回転期間であり、この数

値は小さいほど好ましいといえる。 

また、企業の仕入、販売、代金回収活動に関する回転期間を総合的に判断する指標が、キャッシュ・コ

ンバージョン・サイクルである。この指標は、売上債権回転日数と棚卸資産回転日数を足し、仕入債務回

転日数を引くことで求められる。そして、この指標は小さい方が望ましいといえる。第33期における売上

債権回転日数と棚卸資産回転日数の合計は227(*)日（小数点を切り捨て）である。 

 

(＊) 売上債権回転日数と棚卸資産回転日数の合計の算定 

(1) 売上債権回転日数の算定 

売上債権回転日数(日)＝ 
57,900千円<受取手形>＋2,492,200千円<完成工事未収入金> 

×365 
4,289,900千円<完成工事高> 

            ≒216日 

(2) 棚卸資産回転日数の算定 

棚卸資産回転日数(日)＝ 
109,400千円<未成工事支金>＋20,200千円<材料貯蔵品> 

×365 
3,963,600千円<完成工事原価> 

            ≒11日 

   (3) 売上債権回転日数と棚卸資産回転日数の合計の算定 

売上債権回転日数と棚卸資産回転日数の合計＝216日<売上債権回転日数> 

＋11日<棚卸資産回転日数> 

＝227日 

 



【建設業１級財務分析】 2023 年 9 月実施(第 33 回)  講評 

 
 
 

第 33 回財務分析本試験問題は、日頃の努力の成果を試すものとして、非常に良問だったと思います。 

所々、悩む問題も散見されましたが、出来そうな箇所から解き進めていけば、合格点の確保は難しく

なかったのではないでしょうか。 

 
個々の問題を見ていきますと、第１問は、成長性分析に関する記述問題でした。基本論点ですので、

６割以上の得点率は確保すべき問題でした。 

 

第２問は、損益分岐点に関する空欄補充・記号選択問題でした。これも基本論点ですので、８割以上

得点すべき問題です。 

 

第３問は、貸借対照表及び損益計算書の空欄補充・計算問題でした。悩ましい箇所もありましたが、

６割の得点率を目指す、と考えて頂ければ特に問題なかったと思います。 

 

第４問は、生産性分析に関する問題でした。空欄を推定して解答する、第３問に似た問題でしたが、

落ち着いて、満点を目指して頂きたい問題でした。 

 
第５問は、問１が指標 10 個、問２がキャッシュ・コンバージョン・サイクルに関する問題でした。ど

ちらも、落ち着いて解き進めていけば、８割以上得点出来たのではないでしょうか。 

 

以上より、今回の本試験におきましては、制限時間内に満点を取りたいという場合には少々厳しいで

すが、問題の取捨選択を適切に行えば、合格を勝ち取ることは可能であり、努力の報われる試験であった

と思います。 
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